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－ 2 － 
日本における「三位一体の改革」直前（2002 年）の主要先進国の政府間財政関係をみると、
最終支出に占める地方政府（以下、連邦制国家では州を含む）のシェアは集権システムの日本










  日本 韓国 
  国税 地方税 計 国税 地方税 計 
1990 65.2 34.8  100.0 98.3 1.7  100.0  
1995 62.0 38.0  100.0 78.8 21.2  100.0  
2000 59.7 40.3  100.0 81.9 18.1  100.0  
2005 60.0 40.0  100.0 78.0 22.0  100.0  
2010 56.0 44.0  100.0 78.3 21.7  100.0  
2014 60.6 39.4  100.0 76.9 23.1  100.0  
注：日本については 2014 年度（第１次補正後）を除き決算。 
出所：日本は参議院総務委員会調査室[2016]、韓国は Korea Statistical Yearbook, 1991, 1997, 




では４月１日～３月 31 日、韓国では１月１日～12 月 31 日である。日本では、国税のシェアは
1990 年度の 65.2％から 2005 年度の 60.0％へ低下した後、「三位一体の改革」による所得税から
個人住民税への税源移譲により 2010 年度は 56.0％へ低下した。その後、法人事業税の一部国
税化と地方譲与税としての財政調整的配分により、国税のシェアは 2014 年度には 60.6％に回
復している。2014 年度以降は、法人住民税の一部を国税とし、地方交付税の原資化した。こう
した地方税から国税への「逆税源移譲」が行われた結果、国税のシェアは 2014 年度には 60％
台を回復し、「再集権化」というべき事態が進行している。 
韓国では、国税のシェアは 1990 年度に 98.3％と圧倒的であり、主要先進国のイギリス並み
                                                     
6 町田・張［2017］、７頁を参照のこと。 
－ 3 － 
の高さを示していた。地方自治制の実施年にあたる 1995 年度には低下したとはいえ 78.8％と
著しく高かった。地方自治制実施に伴い地方自治体に対する財政需要が増加し、地方税の強化
が図られたが、財源対策の中心は地方交付税を中心とする移転財源であった。国税のシェアは
2010 年代には低下したが、2014 年度に 76.9％となっており、日本よりも集権的性格は色濃い。 
 
表２ 日本と韓国における一般政府支出の対 GDP 比および国・地方間配分 
   - 国民経済計算ベース、社会保障基金を除く、2013 年 -  
％ 
    国 地方 一般政府計 
最終消費支出 3.2 8.4 11.6  
日本 公的資本形成 0.9 2.6 3.5  
   計 4.1 11.1 15.2  
  (27.0) (73.0) (100.0) 
最終消費支出 5.2 6.5 11.7  
韓国 公的資本形成 2.1 2.6 4.7  
   計 7.3 9.1 16.4  
  (44.5) (55.5) (100.0) 




OECD の National Accounts を原資料として、国民経済計算ベースの一般政府の支出（社会保
障基金を除く、2013 年）について日本と韓国を比較したのが表２である。一般政府支出の対
GDP 比は日本 15.2％、韓国 16.4％でほぼ同率である。最終消費支出と公的資本形成に区分して
対 GDP 比をみても差はない。日本と韓国の差異が目につくのは、一般政府支出の中央・地方間









                                                     
7 林［2003］46～49 頁。 
























    個人道府 道府県民税 法人二税         
  道府県税計 県民税 ・利子割   法人道府 法人事業税 地方消費税 その他 
          県民税●       
1955 年度 100.0 9.5 - 47.7 6.6 41.1 - 42.8 
1990 年度 100.0 15.8 10.4 46.6 6.4 40.2 - 27.2 
1995 年度 100.0 19.1 7.1 35.8 5.8 30.0 - 38.0 
2000 年度 100.0 15.3 8.3 30.4 5.3 25.1 16.2 29.8 
2005 年度 100.0 14.9 1.2 37.4 6.5 30.9 16.8 29.7 
2010 年度 100.0 32.0 1.1 21.5 5.4 16.1 18.8 26.6 
2014 年度 100.0 30.1 0.7 25.3 6.1 19.2 19.8 24.1 
出所：参議院総務委員会調査室［2016］。 









消費税の更なる増税（国・地方計で 10％、地方消費税率は消費税率換算で 2.2％）は 2015 年
















く、低下傾向を示したものの、2004 年度になお 1/2 を占めていた。財産課税は取引課税と保有
課税に区分されるが、大きなウエイトを占めてきたのは取得税と登録税から成る取引課税であ
り、2004 年度に 1/3 以上を占めてきた。 
2000 年代に実施された大きな地方税制改正としては、2001 年１月に広域自治体の目的税とし
て教育税が導入された。韓国の地方財政の特徴は、地方教育財政が一般財政とは独立し、地方
                                                     
8 韓国の地方税改革については、主に鞠［2015］160～164 頁による。 




                                                     
9 韓国の地方教育財政については、鞠［2015］186～210 頁、李熙錫［2016］100～103 頁による。 
表４ 韓国における地方税の性質別・税目別構成 
％ 
    1996 2000 2004 2010 2012 
財産課税 
取引課税小計 40.9 36.6 35.4 28.3  27.9  
  取得税 17.5 15.5 15.7 13.6  25.6  
  登録税（登録免許税） 23.4 21.1 19.7 14.7  2.3  
保有課税小計 15.6 15.6 13.8 17.5  16.5  
  財産税 3.0 3.6 3.0 11.3  14.9  
  総合土地税１） 7.2 6.3 5.9 - - 
  都市計画税２） 4.0 4.0 3.5 4.9  - 
  共同施設税 1.4 1.7 1.4 1.3  1.6  
財産課税計 56.5 52.2 49.2 45.8  44.4  
所得課税 
地方所得税３） 12.4 16.8 14.4 17.0  19.6  
所得課税計 12.4 16.8 14.4 17.0  19.6  
消費課税 
地方消費税 - - - 5.3  5.6  
タバコ消費税 12.9 11.1 7.9 5.7  5.3  
レジャー税 1.7 2.8 2.3 2.1  2.1  
屠畜税 0.2 0.3 0.1 0.1  - 
走行税４） - 1.2 5.1 6.2  - 
消費課税計 14.8 15.4 15.4 19.4  13.0  
その他 
自動車税 10.4 9.8 5.2 6.4  12.2  
免許税 1.5 1.2 0.2 0.1  - 
事業所税 2.0 1.9 1.7 - - 
地域開発税 0.4 0.4 0.3 0.2   
地方教育税 - - 12.0 9.7  9.4  
その他計 14.4 13.3 19.3 16.5  21.7  
  過年度収入 1.9 2.3 1.7 1.3  1.3  
  地方税収合計 100.0 100.0 100.0 100.0  100.0  
注：１）総合土地税は 2005 年１月から財産税に統合された。 
  ２）2011 年に都市計画税は財産税に統合された。 
  ３）地方所得税は地方所得税と住民税の合計。 
  ４）走行税は 2011 年に自動車税に統合された。 
出所：地方税の性質別分類は、金根三［2014］48 頁表５による。税目別の税収構成比
は鞠重鎬［2015］表 6-3。 























OECD の Revenue Statistics により中央・地方の税収配分（2014 年）をみると、日本と韓国に
共通しているのは財産課税における地方のシェアが日本で 78.1％、韓国で 69.4％ときわめて高
いことである（表５参照）。日本の財産税では経常不動産税（固定資産税）が大半を占め、100％
地方に配分されている。一方、韓国では金融・資本取引税（Taxes on financial and capital 









                                                     
10 李民博政権の地方財政改革については、金根三［2016］53～60 頁による。 
11 税収からみると、OECD の歳入統計における韓国の「金融・資本取引税」には、韓国の地方税統計の「取
得税」が照応するとみられる。 
－ 8 － 
表５ OECD 基準による性質別租税の中央・地方間配分と地方税における構成―2014 年― 
  税収（10 億円） 配分（％） 構成比（％） 
    中央政府 地方政府 中央政府 地方政府 地方政府 
日本 
所得課税 30,999 18,940 62.1 37.9 51.5 
 個人 17,139 12,516 57.8 42.2 34.0 
 法人 13,860 6,424 68.3 31.7 17.5 
財産課税 2,918 10,388 21.9 78.1 28.2 
 経常不動産税 0 10,016 0.0 100.0 27.2 
 相続税・贈与税 1,883 0 100.0 0.0 0.0 
  金融・資本取引税 1,035 372 73.6 26.4 1.0 
消費課税等 23,932 7,059 77.2 22.8 19.2 
 一般消費税 16,029 3,106 83.8 16.2 8.4 
 個別消費税 7,252 2,200 76.7 23.3 6.0 
 財貨使用・業務活動課税 651 1,753 27.1 72.9 4.8 
その他の課税 0 399 0.0 100.0 1.1 
計 57,849 36,786 61.1 38.9 100.0 
  税収（10 億ウォン） 配分（％） 構成比（％） 
    中央政府 地方政府 中央政府 地方政府 地方政府 
韓国 
所得課税 96,454 9,899 90.7 9.3 16.0 
 個人 53,440 6,017 89.9 10.1 9.7 
 法人 43,014 3,882 91.7 8.3 6.3 
財産課税 12,347 27,958 30.6 69.4 45.3 
 経常不動産税 1,572 10,082 13.5 86.5 16.3 
 相続税・贈与税 4,625 0 100.0 0.0 0.0 
  金融・資本取引税 6,150 17,876 25.6 74.4 29.0 
消費課税等 92,669 16,782 84.7 15.3 27.2 
 一般消費税 57,139 5,836 90.7 9.3 9.5 
 個別消費税 35,530 4,026 89.8 10.2 6.5 
 財貨使用・業務活動課税 0 0 0.0 0.0 0.0 
その他の課税 4,049 6,044 40.1 59.9 9.8 





交付税の 10/11 は普通交付税、1/11 は特別交付税として配分される12。普通交付税の各自治団
                                                     
12 韓国の地方交付税の各自治団体への配分方式については、鞠［2004］11～12 頁、李熙錫［2016］103～
106 頁による。 









得税・法人税の 33.1％、酒税の 32.0％、消費税の 50.0％）と法人住民税の交付税原資化のため
に導入された国税としての地方法人税の全額となっている。 
一方、韓国では国税（目的税と関税を除いた内国税）全体とリンクしている。内国税総額に
対する法定率が定められた 1969 年度には 17.6％から出発し、1973～1982 年度には留保され、
1983 年度に復活した時には 13.27％であったが、2000 年度には金大中政権（1997 年 12 月成立）
が公約した 18％への引き上げの一環として 15％へ引き上げられた。 
2003 年２月に成立した廬武鉉政権は、地方分権ロードマップを作成、うち財政・税制改革ロー
ドマップでは「財政分権改革」として①中央と地方の機能調整と財源移譲、②自主財源確保と
均衡発展の促進、③地方財政運営の確保を掲げた13。当初は税源移譲を 2005 年度、2006 年度、
2007 年度の３回に分けて実施するという「歳入の分権」が目標の中で明示されたものの実施に
は至らず、新設される予定だった地方所得税は既存の住民税をそのまま継承するにとどまった。




地方交付税の法定率は、15％から 2005 年度 19.13％、2006 年度 19.24％と 4.24％引き上げら





                                                     
13 廬武鉉政権の地方財政改革については、金根三［2014］43～45 頁、井上［2007］123～124 頁による。 
14 2005 年地方財政改革については、井上［2007］123～124 頁による。 
15 金根三［2004］42 頁。 























各自治団体の財源不足額に調整率を乗じた金額が配分される。調整率は 1999 年度 0.781、2000






                                                     
16 李明博政権下の地方財政改革については、金根三［2016］53～60 頁による。 
17 日本における地方交付税の法定率による総額と所要額の大幅な乖離に関する法律の規定、政府解釈、法
定率の固定化については、飛田［2013］51～53 頁による。 
18 李貞満［2006］95 頁。 











表６ 地方歳入構成の日韓比較-2012 年度- 
％ 
  日本 韓国 日本 韓国 
  一般会計・ 
  普通会計 一般会計 普通会計 地方教育費 
  特会純計 
  2014 年度 2012 年度 
地方税 36.0 28.7 34.5 27.3  
地方交付税 17.1 16.5 18.3 37.7  
地方譲与税 2.9 - 2.3 - 
国庫補助金 15.2 32.1 15.6 14.8  
地方債 11.3 0.6 12.4 0.7  
その他 17.5 22.2 16.9 19.5  
合  計 100.0 100.0 100.0 100.0  
注：１）韓国の一般会計・地方教育費特会純計の地方交付税には地方教育財政交付金が含
まれる。 
  ２）日本の国庫補助金は国庫支出金。 
  ３）韓国の一般会計の国庫補助金の欄は政府間補助金（国庫補助金）だけではなく、 
    市・道の補助金が含まれる。 
出所：日本の普通会計…「地方財政白書」2018 年版。 
   韓国の一般会計…Korea Statistical Yearbook, 2015. 
















生じた。３大都市圏のシェアは、1955 年の 36.9％から 1970 年の 46.1％へ 9.2 ポイントも上昇
した（表７参照）。人口流入の中心は首都圏（東京圏）であり、対全国シェアは 1955 年の 17.1％

























    1955 1960 1970 1980 1990 2000 2010 2015 
実数 
（千人） 
全国計 90,077 94,302 104,665 117,060 123,611 126,926 128,057 127,110 
３大都市圏計 33,214 37,378 48,269 55,920 60,464 62,869 65,455 65,810 
 うち東京圏 15,424 17,864 24,113 28,697 31,796 33,418 35,618 36,126 
  うち東京都 8,037 9,684 11,408 11,618 11,856 12,064 13,159 13,514 
地方圏 56,863 56,924 56,396 61,140 63,147 64,057 62,602 61,300 




全国計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
３大都市圏計 36.9 39.6 46.1 47.8 48.9 49.5 51.1 51.8 
 うち東京圏 17.1 18.9 23.0 24.5 25.7 26.3 27.8 28.4 
  うち東京都 8.9 10.3 10.9 9.9 9.6 9.5 10.3 10.6 
地方圏 63.1 60.4 53.9 52.2 51.1 50.5 48.9 48.2 
  1955-60 1960-70 1970-80 1980-90 1990-2000 2000-10 2010-15 
増減率 
（％） 
全国計 4.7 11.0 11.8 5.6 2.7 0.9 -0.7 
３大都市圏計 12.5 29.1 15.9 8.1 4.0 4.1 0.5 
 うち東京圏 15.8 35.0 19.0 10.8 5.1 6.6 1.4 
  うち東京都 20.5 17.8 1.8 2.0 1.8 9.1 2.7 
地方圏 0.1 -0.9 8.4 3.3 1.4 -2.3 -2.1 
注：１）３大都市圏に属する都府県は次の通りである。 
    東京圏…埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 
    名古屋圏…岐阜県、愛知県、三重県 
    大阪圏…京都府、大阪府、兵庫県、奈良県 
  ２）1955 年から沖縄県を含む。 
    ３）（   ）内は対全国シェア（％）。 
































                                                     
19 李哲雨［2010］22～23 頁。 
－ 14 － 
中部圏（忠清道地方）…太田
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アは、1980 年 35.5％、1990 年 42.8％と上昇し、1995 年には 45.3％と日本の３大都市圏のシェ
ア（49.1％）に接近した。一方、1995 年まで非首都圏ではいずれの圏域においてもシェアは一







1990 年代後半以降、首都圏集中は減速したとはいえ、そのシェアは 2010 年の 49.1％へ上昇
を続け、2015 年には 49.4％と 50％近くまで高まると推計されている。この時期に中部圏は首
都圏に隣接した忠清南道を中心に 1995 年の 9.9％から 2010 年の 10.4％へシェアを高めたが、
非首都圏の他の圏域はシェアを下げ続けている。 
 
                                                     
20 1990 年代末までの経済開発５カ年計画については、趙［2005］31～63 頁による。 
21 金仙花［2012］124 頁。 
－ 15 － 
表８ 韓国における圏域別人口の推移 
  1960 1970 1980 1985 1990 
実数 
（千人） 
全国計 24,989.3  31,469.0 37,436.3 40,448.5 43,410.9  
首都圏 5,194.2  8,894.0 13,298.2 15,820.2 18,586.1  
東南圏 8,030.5  9,560.0 11,436.5 12,072.3 12,580.1  
中部圏 3,897.9  4,343.0 4,380.3 4,392.2 4,453.2  
西南圏 5,498.3  6,440.0 6,067.4 5,950.5 5,716.4  




全国計 100.0  100.0 100.0 100.0 100.0  
首都圏 20.8  28.3 35.5 39.1 42.8  
東南圏 32.1  30.3 30.5 29.8 28.9  
中部圏 15.6  13.8 11.7 10.9 10.3  
西南圏 23.8  20.5 16.2 14.7 13.2  
その他 7.7  7.1 6.0 5.5 4.8  
  1995 2000 2005 2010 
実数 
（千人） 
全国計 44,608.7  46,136.1 47,279.0 48,580.3 
首都圏 20,189.1  21,354.5 22,766.9 23,836.4 
東南圏 12,785.7  12,861.3 12,701.3 12,704.1 
中部圏 4,435.7  4,689.1 4,792.8 5,042.0 
西南圏 5,226.5  5,239.9 5,021.5 4,994.5 




全国計 100.0  100.0 100.0 100.0 
首都圏 45.3  46.3 48.2 49.1 
東南圏 28.7  27.9 26.9 26.2 
中部圏 9.9  10.2 10.1 10.4 
西南圏 11.7  11.4 10.6 10.3 
その他 4.4  4.3 4.2 4.1 
出所：1960～1980 年…李哲雨［2010］23 頁、表６。 
   1985～2010 年…Korea Statistical Yearbook, 2015 より作成。 
 
ソウル特別市への大量の人口流入を緩和するために、1988 年に「住宅建設 200 万戸計画」が
策定され、首都圏の京畿道に５つの「新都市」が造成されて、ソウル特別市の人口は横ばいと
なった22。ソウル特別市の人口は 1990 年の 1,061 万人（シェア 24.4％）をピークとして減少に
転じ、2010 年には 979 万人（対全国シェア 20.2％）まで減少している。対照的に京畿道の人口
は、1985～2005 年には 479 万人（シェア 11.9％）から 1,042 万人（シェア 22.0％）へ 2 倍以上
膨張し、ソウル特別市を抜いて広域自治体の中で首座を占めるに至っている。国際空港がある
仁川広域市の人口も着実に上昇し、シェアは上昇している。対全国シェアにおけるソウル特別
                                                     
22 小田切［2014］129 頁。 















したが、1980 年代には再上昇し、バブル期の 1990 年度に再び 1970 年度水準に近いピーク値に




  1955 1960 1965 1970 1974 1975 1980 1985 1990 
  1980 年基準 1990 年基準 
全国計 100.0 100.0 100.0  100.0 100.0 100.0 100.0 100.0  100.0  
３大都市圏 47.7 51.7 54.1  56.3 54.3 53.8 53.7 54.7  56.6  
 うち東京圏 23.8 26.0 28.0  29.3 28.4 28.7 28.9 30.6  32.4  
  うち東京都 16.9 17.6 17.6  17.1 16.6 16.8 16.3 17.5  18.7  
地方圏 52.3 48.3 45.9  43.7 45.7 46.2 46.3 45.3  43.4  
  1990 1995 2000 2001 2005 2007 2010 2013 
  2005 年基準 
全国計 100.0 100.0 100.0  100.0 100.0 100.0 100.0 100.0  
３大都市圏 55.7 54.6 54.4  55.2 56.0 56.2 55.7 55.8  
 うち東京圏 31.2 30.2 30.7  31.8 32.5 32.4 32.4 32.2  
  うち東京都 17.0 16.2 16.5  18.2 18.9 18.6 18.4 18.3  
地方圏 44.3 45.4 45.6  44.8 44.0 43.8 44.3 44.2  
注：全国計、地方圏には 1955 年度から沖縄県が含まれる。 
出所：内閣府「2013 年度県民経済計算年報」（CD-ROM 版）、2016 年より作成。 












低下し、不安定性を示した。東京のシェアは 2000 年代半ば以降バブル期と同率の 32％台で安
定的に推移しており、総生産の面でも「東京一極集中」が進行している。2001～2005 年に、東
京圏では東京都のシェアが上昇し、他の 3 県計では横ばいとなっており、首都圏の生産活動に




表 10 韓国における域内総生産の圏域別シェアの推移 
％ 




全国計 100.0  100.0 100.0 100.0 100.0  
首都圏 28.8  36.2 51.4 46.7 46.0  
東南圏 32.4  30.3 25.8 29.7 29.5  
中部圏 13.4  11.9 7.9 8.8 9.5  
西南圏 26.3  21.8 14.0 10.9 11.2  
その他 6.7  6.0 4.0 3.9 3.7  




全国計 100.0  100.0 100.0 100.0   
首都圏 47.8  48.2 48.8 48.9   
東南圏 27.5  27.4 26.4 22.5   
中部圏 10.7  10.7 11.9 12.5   
西南圏 10.1  10.1 9.7 9.3   
その他 3.8  3.6 3.3 3.4   
出所：1960～1980 年…李哲雨[2010]25 頁、図３。 
   1990～2014 年…Korea Statistical Yearbook, 2015 より算出。 




首都圏は 28.8％で、西南圏（26.3％）をわずかに上回るにすぎなかった（表 10 参照）。朴正煕
政権（1961～1979 年）下の急速な経済成長と産業構造の変化により、首都圏のシェアは 1980
年の 51.4％まで急上昇した半面、他の圏域のシェアは低下した。低下が特に大幅であったのは、
農業のウエイトが高い西南圏であり、1980 年には 14.0％と首都圏の 1/4 まで縮小した。 
首都圏のシェアは 1980 年がピークであり、1990 年の 46.0％へ低下した後、2010 年の 48.8％
までなだらかに上昇した。東南圏のシェアは、1980 年の 25.8％から 1990 年の 29.7％へ大幅に
上昇したが、1995 年以降は低下に転じ、2010～2014 年には 26.4％から 22.5％へ大幅に低下し
ている。中部圏のシェアは、首都圏に隣接した忠清南道を中心に、1980 年の 7.9％を底として
2014 年の 12.5％まで着実に上昇している。西南圏のシェアの急落は 1990 年まで続いたが、1995
年以降はなだらかに低下している。 
1990 年以降の首都圏内の３広域自治体の対全国シェアをみると、ソウル特別市は 1990 年の
26.3％から 2014 年の 22.1％に低下している。仁川広域市のシェアは横ばいである。京畿道は














1962 年に閣議決定された全国総合開発計画（１全総）から 1987 年に閣議決定された４全総ま
                                                     
24 21 世紀の成長産業としての情報通信業の「東京一極集中」の実態と要因については、町田［2016Ⅰ］18
～21 頁を参照のこと。 
－ 19 － 
での国土政策は産業・人口の地方分散と地域格差是正を目標に掲げた。 
「分散型」国土政策においては、新産業都市建設法（1962 年）・工業整備特別地域整備促進













大都市圏６対地方圏４であったが、1963 年度までに 2/3 対 1/3 と大都市圏集中が進み、以後高
度成長の終点である 1970 年度までこの配分で推移した25。首都圏のシェアは、1955 年度の 1/4
から 1/3 へ高まったが、東京都のシェアは第２次高度成長期にはいると低下に転じている（1965
年度 19.2％→1970 年度 15.5％）。 
高度成長が終息すると、工業の地方分散の局面に入った。３大都市圏と地方圏の配分は 1975
年度には 6 対４と高度成長の出発点の配分に戻り、2000 年度までに 1/2 対 1/2 と地方圏のシェ










                                                     
25 内閣府「県民経済計算年報」（CD-ROM 版）2016 年版より算出。 
－ 20 － 
総生産の圏域間配分は、３大都市圏 1/2、地方圏 1/2 で固定化した。３大都市圏内では、東京
圏のシェアが低下を続ける半面、名古屋圏のシェアが上昇している。 
 
表 11 日本における圏域別製造業従業者数 
    1990 1995 2000 2005 2007 2010 2014 
実数 
（人） 
全国計 11,172,829 10,320,583 9,183,833 8,156,922 8,518,545 7,663,847 7,403,269 
３大都市圏 5,074,386 4,946,279 4,317,477 3,773,720 3,932,618 3,504,711 3,368,273 
 東京圏 2,385,723 2,077,025 1,793,936 1,448,565 1,479,289 1,289,696 1,199,503 
  東京都 784,862 647,691 555,633 382,831 371,206 310,022 269,815 
 名古屋圏 1,012,249 1,349,204 1,228,914 1,211,111 1,305,184 1,173,481 1,176,942 
 大阪圏 1,676,414 1,520,050 1,294,627 1,114,044 1,148,145 1,041,534 991,828 




全国計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
３大都市圏 45.4 47.9 47.0 46.3 46.2 45.7 45.5 
 東京圏 21.4 20.1 19.5 17.8 17.4 16.8 16.2 
  東京都 7.0 6.3 6.1 4.7 4.4 4.0 3.6 
 名古屋圏 9.1 13.1 13.4 14.8 15.3 15.3 15.9 
大阪圏 15.0 14.7 14.1 13.7 13.5 13.6 13.4 




くと従業者数が急速に減少する中で、圏域間配分は 1990 年代からおおむね３大都市圏 45％、





1970 年には製造業生産額の 46.3％が首都圏に集中し、首都・ソウル市のみで 1/3 を占めた27。




                                                     
26 韓国の地域開発政策については、主に李哲雨［2010］22 頁、24 頁、31～41 頁による。 
27 文［2015］121 頁、表２。 











圏（37.8％）を合わせると 85.6％と２圏域で大半を占めていた（表 12 参照）。 
 
表 12 韓国における首都圏・非首都圏別製造業従業者の推移 
    1990 1995 2000 2005 2010 2014 
実数 
（人） 
全国計 3,019,896 2,951,885 2,652,590 2,881,003 2,636,177  2,904,914  
首都圏 1,443,365 1,379,451 1,234,960 1,348,529 1,092,019 1,158,086  
  ソウル特別市 470,565 369,607 279,314 261,201 135,853  115,094  
  仁川広域市 236,424 244,928 208,096 199,578 166,552  172,992  
  京幾道 736,376 764,916 747,550 887,750 789,614  870,000  
非首都圏 1,576,531 1,572,434 1,417,630 1,532,474 1,544,158 1,746,828 
  東南圏 1,142,521 1,051,962 922,551 963,224 1,025,879 1,025,879 
  中部圏 204,700 266,979 271,177 316,131 366,115 440,405 
  西南圏 189,188 210,794 187,335 202,357 212,624 242,142 




全国計 100.0  100.0 100.0 100.0 100.0  100.0  
首都圏 47.8  46.7 46.6 46.8 41.4  39.9  
  ソウル特別市 15.6  12.5 10.5 9.1 5.2  4.0  
  仁川広域市 7.8  8.3 7.8 6.9 6.3  6.0  
  京幾道 24.4  25.9 28.2 30.8 30.0  29.9  
非首都圏 52.2  53.3 53.4 53.2 58.6  60.1  
  東南圏 37.8  35.6 34.8 33.6 35.3  35.3  
  中部圏 6.8  9.0 10.2 11.0 13.9  15.2  
  西南圏 6.3  7.1 7.1 7.1 8.1  8.3  
  その他 1.3  1.4 1.4 1.3 1.3  1.3  
出所：Korea Statistical Yearbook, 2015 より作成。 
 












た。   
以上の通り、1990 年代以降に展開した工業分散化政策は、目ぼしい効果を発揮しなかった。
製造業従業者の首都圏・非首都圏間配分は 2000 年代半ばまで固定的であった。ただし首都圏内
では、ソウル特別市からの工場移転により、京幾道の対全国シェアが 1990 年の 24.4％から 2005





































分は 40 対 60 となった。首都圏ではソウル特別市のシェアが低下を続けるとともに、京幾道の
                                                     
28 向山［2010］1 頁。 
29 「日本経済新聞」2016 年３月 4 日付。 




















注：2014 年度は日本については 2013 年度の計数  
出所：下記の資料の各年度版より作成  
    日本：内閣府「県民経済計算」、総務省「地方税に関する参考計数資料」  









1990 1995 2000 2005 2010 2014
％
韓国：地方税 韓国：域内総生産 日本：地方税 日本：域内総生産
－ 24 － 
圏集中度は域内総生産を上回っているが、２つの比率の乖離は、上記の一般論とは逆に分離課
税方式を採る韓国の方が大きい。 




地方税の圏域間配分における東京圏のシェアは、バブル期の 35.0％から 1995 年度の 33.0％





表 13 日本における地方税の３大都市圏・地方圏間配分(対全国シェア）の推移 
％ 
  ３大都市圏 地方圏 
  1990 1995 2000 2005 2010 2013 1990 1995 2000 2005 2010 2013 
地方税計 61.1 56.7 58.2 58.2 58.1 58.5 38.9 43.3 41.8 41.8  41.9  41.5  
個人住民税 64.1 60.0 60.7 62.2 61.1 61.0 35.9 40.0 39.3 37.8  38.9  39.0  
法人住民税 64.5 54.3 60.6 64.0 62.6 64.7 35.5 45.7 39.4 36.0  37.4  35.3  
法人事業税 66.2 57.5 61.4 64.2 62.4 62.0 33.8 42.5 38.6 35.8  37.6  38.0  
地方消費税 - - 40.0 52.0 53.4 53.8 - - 60.0 48.0  46.6  46.2  
固定資産税 55.3 56.7 56.3 55.4 55.3 57.2 44.7 21.3 43.7 44.6  44.7  42.8  
その他 56.4 53.8 60.9 52.6 54.8 53.0 43.6 46.2 39.1 47.4  45.2  47.0  
  東京圏 東京都 
  1990 1995 2000 2005 2010 2013 1990 1995 2000 2005 2010 2013 
地方税計 35.0 33.0 33.7 34.0 34.3 34.8 18.7 16.3 17.5 17.3  16.9  17.5  
個人住民税 39.0 37.4 36.4 38.3 37.7 37.4 17.9 16.0 15.6 17.3  16.7  16.7  
法人住民税 37.4 30.4 36.8 39.2 38.3 42.3 24.2 21.1 24.7 26.8  26.9  29.7  
法人事業税 37.3 32.5 36.9 39.1 38.0 38.4 23.4 19.9 24.4 26.2  21.2  25.5  
地方消費税 - - 20.8 28.9 30.0 30.4 - - 11.9 14.1  14.9  14.8  
固定資産税 30.4 31.8 31.4 31.2 32.2 33.0 14.4 15.4 14.8 14.6  15.6  16.2  





















の偏在度を引き下げたのは、５％（課税所得 200 万円未満）・10％（200 万円超 700 万円未満）・






度の 15.6％から 2005 年度の 17.3％へ上昇した後、課税ベースである個人所得の偏在性は強ま
り続けたにもかかわらず、2010 年度の 16.7％へ低下している。 
韓国における首都圏集中度は、域内総生産では 2000 年代に 48～49％で推移しているが、性
質別４分類では消費課税を除き 50％を超える比率で推移している（表 14 参照）。最も高いのは
所得課税（住民税、地方所得税）であり、首都圏集中度は 60％前後に達する。一般的には偏在
度が低いと考えられる財産課税は、首都圏集中度が 1997 年度の 54.2％から 2005 年度の 60.7％
へ高い水準で上昇している。その理由としては、取得税（不動産、機械、設備等の取引価格が 
                                                     
30 法人事業税の課税ベースの都道府県間配分の変更については 町田［2016Ⅲ］33～39 頁を参照のこと。 
31 法人事業税の外形標準課税の偏在是正効果については、町田［2016Ⅲ］30～32 頁を参照のこと。 
－ 26 － 
表 14 韓国における地方税の首都圏・非首都圏間配分（対全国シェア）の推移 
％ 
財産課税 
地方税計 取引課税 保有課税 
取得税 登録税 財産税 
首都圏 
1997 54.8  54.2  53.6 54.6 52.8 56.0  53.0  
2000 57.2  58.7  60.6 59.4 61.4 53.8  52.4  
2005 57.6  60.7  59.3 58.8 59.7 64.3  64.3  
2010 56.2  59.8  56.3 56.0 56.6 66.1  67.0  
2014 54.0  56.0  52.2 51.9 54.9 63.0  64.8  
ソウル 
特別市 
1997 29.0  27.7  25.6 24.7 26.3 33.4  29.4  
2000 30.1  29.5  28.9 25.9 31.0 31.1  27.2  
2005 27.8  29.0  26.3 25.8 26.7 36.1  35.1  
2010 25.7  25.2  20.8 19.7 21.8 33.0  32.3  
2014 24.6  24.1  20.5 20.2 23.6 30.5  31.8  
非首都圏 
1997 45.2  45.8  46.4 45.4 47.2 44.0  47.0  
2000 42.8  41.3  39.4 40.6 38.6 46.2  47.6  
2005 42.4  39.3  40.7 41.2 40.3 35.7  35.7  
2010 43.8  40.2  43.7 44.0 43.4 33.9  33.0  
2014 46.0  44.0  47.8 48.1 45.1 37.0  35.2  
所得課税 消費課税     その他     
    たばこ 地 方   自動車税 地 方 
    消費税 消費税     教育税 
首都圏 
1997 60.2  52.4  45.8 － 55.0 49.1  － 
2000 60.6  55.4  46.5 － 51.2 49.1  － 
2005 59.4  47.7  47.7 － 52.9 50.7  － 
2010 60.0  48.3  48.3 － 51.3 48.8  56.7  
2014 59.3  41.7  46.8 39.2 53.7 43.9  54.3  
ソウル 
特別市 
1997 42.7  23.0  23.3 － 28.5 24.7  － 
2000 41.7  24.4  22.9 － 25.6 23.4  － 
2005 36.6  21.4  21.4 － 21.9 22.8  － 
2010 38.2  19.7  19.7 － 21.6 18.3  22.5  
2014 33.3  17.3  18.4 16.8 23.4 15.4  21.8  
非首都圏 
1997 39.8  47.6  54.2 － 45.0 50.9  － 
2000 39.4  44.6  53.5 － 48.8 50.9  － 
2005 40.6  52.3  52.3 － 47.1 49.3  － 
2010 40.0  51.7  51.7 － 48.7 51.2  43.3  
2014 40.7  58.3  53.2 60.8 46.3 56.1  45.7  
注：１）財産課税、所得課税、消費課税、その他の合計には上記以外の税目が含まれる。 
  ２）所得課税は 2005 年までは住民税、2010 年以降は住民税と地方所得税の合計。 
  ３）消費課税に 2000 年度までは競争・馬券税が含まれるが、2005 年度以降はそれが改称
されたレジャー税が含まれない。 
出所：Korea Statistical Yearbook, 1998, 2001, 2006, 2011, 2015 より作成。 




39.2％にとどまっている。そこで消費課税の首都圏集中度は、2010 年度の 48.3％から 2014 年
度の 41.7％へ急落している。 















であったことから、2000 年度には３大都市圏 22.6％、地方圏 77.4％と地方圏への傾斜配分を弱
めた（表 15 参照）。東京都と特別区（23 区）は一貫して不交付団体であるが、東京都（都内市
町村）の対全国シェアは 1990 年度の 0.2％から 2000 年度の 2.3％へ高まっている。2000 年代に
は地方税収の圏域間配分は安定的に推移したが、地方交付税の圏域間配分で３大都市圏のシェ





都市圏の対全国シェアは 1990 年度の 47.1％から 1995 年度の 44.6％へ低下した後、45％前後で
安定的に推移している。財政調整の結果、３大都市圏の一般財源のシェアは税収のシェア（2014
年度 58.1％）を大幅に下回り、人口のシェア（2015 年 51.8％）を下回っている。東京圏のシェ
－ 28 － 
アは 1990 年度の 25.6％から 2000 年度の 23.5％に低下した後、地方税のシェア（1/3）を下回
る 1/4 で推移している。 
韓国の地方交付税の圏域間配分をみると、首都圏のシェアは 1990 年度の 9.9％から 2000 年
度の 7.6％へ低下した後、2014 年度の 10.4％へ上昇している（表 16 参照）。2000 年度以降シェ
アを大幅に低下させたのは西南圏であり、2000 年度の 29.1％から 2014 年度の 25.1％へ 4.3 ポ
イントも低下している。地方税と地方交付税を合わせた一般財源の圏域間配分では、首都圏の
シェアは 1990 年度の 40.2％から 2000 年の 42.3％へ上昇した後、2014 年度の 38.1％まで低下し





表 15 日本における地方交付税および一般財源の３大都市圏・地方圏間配分 
％ 
    1990 1995 2000 2005 2010 2014 
地方交付税 
対全国シェア 
全国計 100.0  100.0 100.0 100.0 100.0  100.0  
３大都市圏 14.5  17.3 22.6 21.6 20.2  19.9  
  東京圏 4.0  4.6 7.2 5.8 5.2  5.2  
  東京都 0.2  1.9 2.3 0.7 0.3  0.3  
地方圏 85.5  82.7 77.4 78.4 79.8  81.7  
一般財源 
対全国シェア 
全国計 100.0  100.0 100.0 100.0 100.0  100.0  
３大都市圏 47.1  44.6 44.6 45.3 45.4  45.5  
 東京圏 25.6  23.8 23.5 24.4 24.5  24.6  
  東京都 13.1  11.1 10.9 11.6 11.3  11.4  
地方圏 52.9  55.4 55.4 54.7 54.6  54.5  
一般財源の 
全国格差指数 
東京圏 99.5  91.7 89.4 90.5 88.1  86.5  




人口 25.7  25.9 26.3 27.0 27.8  28.4  
域内総生産 31.2  30.2 30.7 32.5 32.4  32.2  
地方税 35.0  33.0 33.7 34.0 34.3  34.3  
注：１）一般財源は地方税、地方交付税、地方譲与税の合計。 
  ２）一般財源の全国格差指数は１人当たり額の全国平均を 100 とした指数。 
  ３）人口は国勢調査人口。2014 年の人口は 2015 年の国調人口。 
出所：地方交付税と一般財源は総務省「地方税に関する参考計数資料」各年度版による。 
   人口は表６、域内総生産は表８と同じ。 
－ 29 － 
表 16 韓国の地方一般会計における地方交付税および一般財源の圏域間配分 
％ 
    1990 1995 2000 2005 2010 2014 
地方交付税 
の対全国シェア
全国計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0  100.0  
首都圏 9.9 7.8 7.6 9.6 9.9  10.4  
  ソウル特別市 0.5 0.0 0.1 0.9 1.0  0.8  
非首都圏 90.1 92.2 92.4 90.4 90.1  89.6  
 東南圏 26.7 30.0 30.2 31.7 33.3  33.1  
 中部圏 19.5 19.0 18.3 17.9 17.4  18.2  
 西南圏 27.1 28.7 29.1 27.0 26.3  25.1  
 その他 16.8 14.5 14.7 13.8 13.1  13.2  
一般財源 
の対全国シェア
全国計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0  100.0  
首都圏 40.2 41.5 42.3 40.4 39.5  38.1  
  ソウル特別市 23.0 20.7 21.6 18.2 16.8  15.9  
非首都圏 59.8 58.5 57.7 59.6 60.5  61.9  
 東南圏 26.6 26.9 25.7 26.1 27.1  27.6  
 中部圏 11.2 11.3 11.2 12.1 12.1  12.6  
 西南圏 14.1 13.7 14.0 14.2 14.3  14.0  
 その他 7.8 6.6 6.8 7.2 6.9  7.2  
一般財源の 
全国格差指数 
首都圏 93.9 91.6 91.5 84.0 80.6  76.8  




人口 42.8 45.3 46.3 48.2 49.1  49.6  
域内総生産 46.7 46.0 47.8 48.2 48.8  48.9  
地方税 53.4 53.9 56.7 57.6 56.2  54.0  
注：１）一般財源は地方税、地方交付税の合計。 
  ２）一般財源の全国格差指数は人口１人当たり額の全国平均を 100 とした指数。 
  ３）2014 年度の人口は推計人口。 







数）をみることが必要である。韓国では首都圏の対全国格差指数が 1990 年度の 93.9 から 1995
年度の 91.6 に小幅に低下した後、横ばいで推移したが、2000 年度の 91.5 から 2014 年度の 76.8
に大幅に低下している。一方、日本の首都圏（東京圏）の指数は 1990 年代には 1990 年度の 99.5
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－ 30 － 
から 2000 年度の 89.4 へ韓国よりも大幅に低下したが、2000 年度以降の低下は小幅になってい
る。 
首都の指数を比較すると、ソウル特別市は 2000 年度の 100.6 から 2014 年度の 81.4 まで低下
している。人口密度が著しく高いソウル特別市は「規模の利益」が働いて、人口１人当たり基
準財政需要額が全国平均を大幅に下回っていることによる。一方、東京都はバブル期の 1990
年度には 136.4 と高水準であったが、2000 年度の 114.4 へ急落している。その後、2005 年度の
118.1 へ高まるが、リーマン・ショック後には 2014 年の 106.8 まで低下しているが、依然とし















地方税に対する地方交付税の比率は、1990 年度から 2000 年度の間に日本では 42.8％から
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表 17 地方交付税の規模（地方税比）の日韓比較 
    1990 1995 2000 2005 2010 2014 
日本 地方税（10 億円）     (A) 33,450 33,675 35,546 34,804 34,316 34,316 
(普通会計) 地方交付税（10 億円）   (B) 14,328 16,153 21,776 16,959 17,194 17,194 
  比率（％）   (B)/(A)×100 42.8 48.0 61.3 48.7 50.1 50.1 
韓国 地方税（10 億ウｫン）   (C) 6,379 15,317 20,361 35,977 50,080 62,629 
(一般会計) 地方交付税（10 億ウｫン） (D) 2,765 5,671 8,449 20,018 28,192 35,895 
  比率（％）   (D)/(C)×100 43.3 37.0 41.5 55.6 56.3 57.3 
出所：日本は総務省「地方税に関する参考計数資料」各年度版、韓国は Korea Statistical Yearbook 1998, 
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